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１．はじめに  

近年，都市政策分野においても，施策や事業の効

率化が求められている．シーニックバイウェイ北海

道は，①連携，②景観・環境保護，③地域資源の道

による接続により，個性的で美しい地域・環境・観

光空間の構築を目指す施策である．しかし，“連携”

を理念に掲げる一方，その実態は十分に検証されて

いなかった．また，団体間連携促進のためには，各

団体とその相談先となる行政機関・支援機関との連

携構造の検証も必要になる． 
上記の背景を踏まえ，本研究は①団体間の連携構

造，②団体の活動内容の類似性，③団体と行政・支

援機関との連携構造，④協力しやすい活動内容，⑤

連携に向けた活動団体の意識の解明を目的とする． 
２．アンケートについて 

 シーニックバイウェイ北海道に参加している 323
団体（正式ルート：192，候補ルート：131）全てを

調査対象とし，アンケートを実施した． 
表 1 アンケート回収状況とネットワーク密度 

 
全体の回収率は 55.1％であり，ルート毎では最大 

73.3％（釧路湿原阿寒摩周ルート），最小 44.4％（ト

カプチ雄大空間）となった（表 1）． 
３．分析方法について 

分析手法は，社会ネットワーク分析を用いる．社

会ネットワーク分析とは，行列計算及びそれに対応

するネットワーク図から，集団を構成する要素の関

係性・類似性・中心性などを分析するものである．  
本研究では行列計算を応用することで，①活動内

容の類似性評価，②活動団体間の連携状況評価，③

行政・支援機関との連携構造評価，④同一活動を有

する団体数の解析を行う．解析にあたっては，実施

している活動内容や，連携意識のある機関・団体に

対応させて“1”を入力した行列Ａを作成する． 

表 2 実施活動行列（行列 A） 

 

この行列Ａに転置行列（tＡ）を乗ずることで，全

ての連携・活動類似等を網羅した行列を出力する． 
また，ルート毎の活動団体の連携構造を明確にす

るため，ネットワーク図を作成する．ネットワーク

図では，アンケートに回答のあった団体同士で，い

ずれか一方でも連携意識がある場合に，団体間を線

で結んだ．ただし，団体間の“連携”に上下関係は

ないものと考え，無向グラフとした． 
なお，表 1 におけるネットワーク密度とは，実際

の連携数を理論上可能な最大連携数で除したもので

あり，連携の多さの指標となる．本研究では，最大

0.436 宗谷シーニックバイウェイ），最小 0.109（釧

路湿原・阿寒・摩周ルート）となった．  
４．解析結果  

例として，最もアンケート回答率の高かった，釧路湿原・阿寒・

摩周ルートの解析結果を示す．表 3 はＡ×tＡの結果であり，

団体間で重複する活動内容数を表す行列で，対角成

分は各活動団体が実施していると回答した活動数を

表す．表 4 は tＡ×Ａの結果であり，各活動に従事す

る団体数を表す行列である． 
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表 3 団体類似性評価行列（Ａ×tＡ）          表 4 団体数評価行列（tＡ×Ａ） 

      

 
図 1 釧路湿原・阿寒・摩周ルートのネットワーク図 

 

表 3 では，対角成分の 1/2 より大きいものを黄の

網掛けで示す．Ｄ町商工会青年部は，全 26 項目の活

動内容のうち，12 項目を実施しており，活動が多岐

にわたる．さらに，Ｂ町商工会においても同様の傾

向にあることがわかる． 
釧路湿原・阿寒・摩周ルートのネットワーク密度

は，0.109 であり，全 11 ルート中最低であった．本

ルートのネットワーク図を図 1 に示した．これによ

ると，本ルートにおける活動団体間の連携は，町内

で閉じた連携のみであることを示唆しており，活動

の中心は商工会となっている．  
また，調査の結果，釧路湿原・阿寒・摩周ルート

についても連携に向けた団体の意識は概ね積極的で

あった．それでもネットワーク密度が小さい原因と

しては，相談先の少なさが挙げられる．一団体当た

りの相談先の機関数を比較すると，釧路湿原・阿寒・

摩周ルートは 1.36 機関であり，11 ルート中でも一番

低い値であった．（他のルートの平均は 2.23） 

全体として，活動団体間の連携に関しては地区ご

との閉じた連携が多く見られた．事業・連携の相談

先として市町村を選ぶ団体が多く，一方で市町村を

選ぶ団体は，国や道，支援機関には相談しない傾向

にあることがわかった．この結果，市町村内のみで

の連携は推進されるが，広域的な連携が進みにくい

構造ができているものと考えられる．  
５．まとめ  

 本研究では，以下のことが明らかとなった． 
 ① 活動団体の連携に向けた意識は概ね積極的で

あること． 
 ② 活動が類似している団体同士でも連携が構築

されているとは限らず，地区内で閉じた連携

を持つ傾向が見られること． 
 ③ 連携や事業の相談先機関として市町村を選ぶ

団体が多いが，それらの団体は，他の機関に

併せて相談する割合が低く，地区外の団体と

の接点を持ちにくいこと． 
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